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 介護医療院カトレア 重 要 事 項 説 明 書  
 

あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている介護医療院について、契約を締結す

る前に知っておいていただきたい内容を説明いたします。わからないこと、わかりにくいこと

があれば、遠慮なく質問をしてください。 

この「重要事項説明書」は、「青森市介護保険事業の人員、設備、運営等に関する基準等を

定める条例」に定める「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」の

規定に基づき、指定短期入所療養介護サービス提供の契約締結に際して、ご注意いただきた

いことを説明するものです。 

 

１ 介護医療院サービスを提供する事業者について 

法人名 社会福祉法人平元会 

代表者氏名 理事長 藤本 由美子 

法人所在地 

（連絡先及び電話番号等） 

青森県青森市大字高田字川瀬１８７番地１４ 

電話 ０１７－７６３－５５０８ 

法人設立年月日 平成元年１１月２８日 

 

２ 入所者に対してのサービス提供を実施する施設について 

（１）施設の所在地等 

施設名称 介護医療院カトレア 

介護保険指定 

事業所番号 

介護医療院 

０２Ｂ０１０００３６ 

施設所在地 青森県青森市大字高田字川瀬１１０番地１ 

管理者 土屋 直子 

開設年月日 令和４年４月１日 

入所定員 ６４名 

連絡先 

相談担当者 

電話 ０１７-７３９-６１００ 

ﾌｧｯｸｽ番号０１７-７３９-３６３６ 

部署名：主任支援相談員 神 吉央 

 

（２）事業の目的及び運営の方針 

事業の目的 

社会福祉法人平元会が設置する介護医療院カトレアにおいて実施する

介護医療院の適正な運営を確保するために必要な人員及び運営管理に

関する事項を定め、介護医療院の円滑な運営管理を図るとともに、入所

者の意思及び人格を尊重し、入所者の立場に立った適切な介護医療院

サービスを提供することを目的とします。 



運営の方針 

１ 施設サービス計画に基づき、療養上の管理、看護、医学的管理のも

とに介護及び機能訓練のその他必要な医療並びに日常生活上の支援

を行うことにより、入所者が有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるようにするとともに、居宅における生活への復帰

を目指すものとします。 

２ 入所者の意見及び人格を尊重し常に入所者の立場にたってサービ

スの提供に努めます。 

３ 地域や家族との結びつきを重視し、市町村、居宅介護支援事業所、

居宅サ―ビスを提供事業所と密接な連携に努めます。 

４ 入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行

うとともに、従業者に対し研修を実施します。 

５ 介護保険法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報

その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めます 

６ 「青森市介護医療院の人員、施設及び整備並びに運営に関する基準

を定める条例」に定める内容を順守し、事業を実施します。 

 

（３）施設概要 

建物の構造 鉄筋コンクリート造 地上２階建 

居室数 

個室    ８室（有効 １１９．９㎡） 

２人部屋 １６室（有効 ３２３．０㎡） 

４人部屋  ６室（有効 ２０８．２㎡） 

食堂兼娯楽室 ２室（１４３．０６７㎡） 

談話室 ６室（１８１．４１４㎡） 

静養室 １室（ １４．９０９㎡） 

診察・処置室 １室（ ３６．０００㎡） 

浴室 

一般浴槽    １室  

車椅子特殊浴槽 １室  

特殊機械浴槽  １室（１１２．７６９㎡） 

個別浴室    ２室（ １９．８７５㎡） 

機能訓練室 １室（ １４．９０９㎡） 

併設事業所 
（介護予防）短期入所療養介護（第０２Ｂ０１０００３６号） 

（介護予防）通所リハビリテーション（第０２Ｂ０１０００３６号） 

 

 

 

 



（４）職員体制 

職 職務内容 人員数 

院長 

（医師を兼務） 

１ 医師は、入所者の健康管理、療養上の指導並びに病状

に応じて適切な診療を行う。 

２ 医師は、Ⅱ型療養床のみを有する介護医療院である

ため宿直がない。 

１名 

副院長 

（介護支援専門

員を兼務） 

 所属職員を指揮監督。利用者及び家族の相談に応じ、必

要な助言その他の援助を行います。 
１名 

介護支援専門員 
 介護支援専門員は、施設サービス計画の作成に関する業

務にあたります。 
１名以上 

薬剤師 

 医師の指示に基づき調剤を行い、事業所で保管する薬

剤を管理するほか、利用者に対して服薬指導を行いま

す 

０．２名 

看護職員 
 医師の指示に基づき入所者の病状及び心身の状況に応じ

看護及び介護を行います。 １０名以上 

介護職員 

施設サービス計画に基づき、生活面での積極性を向上

させる観点から利用者の心身に応じた日常生活上のケ

アを適切に行います。 
 

３０名以上 

機能訓練 

指導員 

医師等その他の職種と共同し、リハビリテーション実施計

画を作成するとともに、効果的な機能訓練を行います。 
４名以上 

管理栄養士 適切な栄養管理を行います。 １名以上 

調理員 食事の調理を行います。  業務委託 

事務職員 
介護給付費等の請求事務及び通信連絡事務等を行いま

す。  
１名 

 

 

 

 

 



３ 提供するサービスの内容及び費用について 

（１）提供するサービスの内容について 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

施設サービス計画の作成 

１ 介護支援専門員が、入所者の心身の状態や、生活状況の

把握（アセスメント）を行い、入所者及びその家族の生活

に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべ

き課題、援助の目標、サービス内容、サービスを提供する

上での留意事項等を記載した施設サービス計画を作成し

ます。 

２ 作成した施設サービス計画の内容について、入所者又は

その家族に対して、説明し文書により同意を得ます。 

３ 施設サービス計画を作成した際には、入所者に交付しま

す。 

４ 計画作成後においても、施設サービス計画の実施状況の

把握を行い、必要に応じて介護計画の変更を行います。 

診察 医師や看護職員が、健康管理を行います。 

入浴 

１ 入浴又は清拭を週２回以上行います。 

  入所者の体調等により、当日入浴ができなかった場合は、

清拭及び入浴日の振り替え対応します。 

２ 寝たきりの状態であっても、特殊機械浴槽を使用して入

浴することができます。 

食事 

１ 利用者ごとの栄養状態を定期的に把握し、個々の栄養状

態に応じた栄養管理を行い、摂食・嚥下機能その他の利用

者の身体状況に配慮した適切な食事を提供します。ご契約

者の自立支援のため離床して食堂などで食事をとっていた

だくことを原則としています。なお、下記の時間に限らず、

ご本人に合わせて提供いたします。 

（食事時間） 

朝食： ７：３０～ ８：３０  

昼食：１２：００～１３：００  

夕食：１７：４５～１９：００ 

排せつ 
排せつの自立支援のため入所者の身体能力を利用した援助を

行います。 

相談・援助 入所者様やご家族様からのご相談に応じます。 

機能訓練 
入所者の心身等の状況に応じて日常生活上必要な機能の回

復、又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

栄養管理 

栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を行いま

す。 



口腔衛生の管理 

入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営む

ことができるよう、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理

を計画的に行います。 

その他自立への支援 

1 寝たきり防止のため、入所者の身体状況を考慮しながら、

可能な限り離床に配慮します。 

2 清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよ

う援助を行います。 

 

（２）提供するサービスの利用料、利用者負担額について 

【基本料金：従来型個室Ⅱ型サービス費Ⅰ（ⅰ）】                         

利用者の 

要介護度 

施設サービス費（１日あたり） 

基本利用料 
利用者負担額 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

要介護１ ６，７５０円  ６７５円 １，３５０円 ２，０２５円 

要介護２ ７，７１０円  ７７１円 １，５４２円 ２，３１３円 

要介護３ ９，８１０円  ９８１円 １，９６２円 ２，９４３円 

要介護４ １０，６９０円  １，０６９円 ２，１３８円 ３，２０７円 

要介護５ １１，４９０円 １，１４９円 ２，２９８円 ３，４４７円 

 

【基本料金：多床室Ⅱ型サービス費Ⅰ（ⅱ）】 

利用者の 

要介護度 

施設サービス費（１日あたり） 

基本利用料 
利用者負担額 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

要介護１ ７，８６０円  ７８６円 １，５７２円 ２，３５８円 

要介護２ ８，８３０円  ８８３円 １，７６６円 ２，６４９円 

要介護３ １０，９２０円 １，０９２円 ２，１８４円 ３，２７６円 

要介護４ １１，８１０円 １，１８１円 ２，３６２円 ３，５２４円 

要介護５ １２，６１０円 １，２６１円 ２，５２２円 ３，７８３円 

※ 上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、

これら基本利用料も自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利用料を

書面でお知らせします。 

 



【加算】 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に料金が加算されます。 

加算名 加算の要件 

加算額 

利用者 

負担金 
（1割負担） 

外泊時費用 

居宅における外泊をした場合 ※ただし外泊の初

日及び最終日は所定の単価で算定(１月に６日を

限度) 
３６２円/日 

試行的退院サー

ビス費  

入所中に自宅へ試行的に退所を認めた場合（１

月に６日まで） ８００円/日 

他科受診料 
入所中、他科(１月に４日を限度) 

３６２円 

初期加算 

入所した日から起算して３０日以内の期間につ

いては、初期加算として、１日につき所定単位

数を加算(３０日間を限度) 
３０円/日 

退所前訪問指導

加算 

退院後生活する居宅を訪問し、当該入所患者及

びそのご家族等に対して退院後の療養上の指導

を行った場合 
４６０円/回 

退所後訪問指導

加算 

退院後３０日以内に居宅を訪問し、入所者及び

その家族等に対して療養上の指導を行った場合 ４６０円/回 

退所時指導加算 

居宅において療養を継続する場合において、入

所者の退院時に、入所者及びその家族等に対し

て、退所後の療養上の指導を行った場合 
４００円/回 

退所時情報提供

加算（Ⅰ） 

入所期間が１月を超える入所者が退所し、そ

の居宅において療養を継続される場合に、退

所後の主治医に対し診療の状況、心身の状

況、生活歴等を示す文書を添えて紹介を行っ

た場合 

５００円/回 

退所時情報提供

加算（Ⅱ） 

入所期間が１月を超える入所者が医療機関に

退所した場合において、療養を継続される場

合に、退所後の主治医に対し診療の状況、心

身の状況、生活歴等を示す文書を添えて紹介

を行った場合 

２５０/回 

退所前連携加算 

入所者の診療状況を示す文書を添えて入所者

に係る居宅サービスに必要な情報を提供し、

かつ、指定居宅介護支援事業者と連携して退

院後の居宅サービスの利用に関する調整を

行った場合 

５００円/回 

訪問看護指示加

算 

診療に基づき、指定訪問看護が必要であると認

め、指定訪問看護ステーションに対して、訪問

看護指示書を交付した場合 
３００円/回 

栄養マネジメン

ト強化加算 

管理栄養士を 1名以上配置し、栄養状態をア

セスメントし、その状態に応じて多職種共同

により栄養ケアマネジメントを行った場合  

１１円/日 

経口移行加算 

経管栄養の入所者様について、経口からの食事

を進めるために、医師の指示に基づく栄養管理

を行った場合 
２８円/日 



経口維持加算

（Ⅰ） 

摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる方を

対象とし、経口による食事摂取を維持できた

場合  

４００円/月 

経口維持加算

（Ⅱ） 

経口による継続的な食事を支援するため、食事

の観察又は会議に医師、歯科医師、歯科衛生士

が加わった場合。 
１００円/月 

口腔衛生管理加

算（Ⅱ） 

歯科衛生士が口腔衛生の管理を行い、それに

係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出

しフィードバックを受けている場合。 

１１０円/月 

療養食加算 

糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍 食、

貧血食、高脂血症食、痛風食を提供 させて頂

く場合（１日３回まで） 

６円/食 

薬剤管理指導 
入所者様に対し投薬又は注射及び薬学的管理

指導を行う。 ３５０円／回 

褥瘡対策指導管

理（Ⅰ） 

障害高齢者の生活自立度が B以上の入所者に

対して、常時褥瘡対策を行う場合 ６円/日 

褥瘡対策指導管

理（Ⅱ） 

褥瘡対策指導管理(Ⅰ)を満たし、入所者ごと

の褥瘡の発生と関連のあるリスクについて施

設入所時等に評価するとともに褥瘡ケア計画

を作成、少なくとも３月に１回の評価を行

い、厚生労働省に提出、フィードバックを受

けること。且つ褥瘡のない場合 

１０円/月 

短期集中リハビ

リテーション加

算 

入所日から３カ月以内の期間、２０分以上の

個別リハビリを１週間に概ね３回以上実施し

た場合 

２４０円/回 

理学療法Ⅰ 
理学療法士が個別にリハビリを行った場合 

１２３円/回 

作業療法 
作業療法士が個別にリハビリを行った場合 

１２３円/回 

作業療法注６ 

リハビリテーション実施計画の内容等を厚生

労働省に提出しフィードバックを受けるこ

と。 

３３円/月 

作業療法注７ 

作業療法注６を算定した上で、入所者ごとの

リハビリテーション計画を書の内容を厚生労

働省に提出し、その情報を活用しているこ

と、口腔衛生管理加算及び栄養マネジメント

加算を算定していること。入所者ごとに多職

種共同で口腔栄養機能訓練に関わる計画を作

成、共有すること 

２０単位/月 

作業療法注５ 
専任の作業療法士２名配置 

３５円/回 

言語聴覚療法 
摂食機能障害を有する入所者様に対し、３０

分以上訓練指導を行った場合（４回を限度） ２０３円/回 

緊急時治療管理 

入所者様の病状が重篤となり救急救命医療が

必要となった場合、緊急的な投薬、検査、注射、

処置等治療を行った場合 

５１８円/日 



認知症専門ケア

加算（Ⅰ） 

認知症介護にかかわる専門的な研修を修了し

ている職員を配置している場合 ３円/日 

認知症行動・心

理症状緊急対策 

認知症の行動・心理症状が認められ在宅での

生活が困難であり、緊急に施設サービスが必

要であると医師が判断した者に対し介護保険

施設サービスを行った場合（７日を限度） 

２００円/日 

排せつ支援加算

（Ⅰ）（Ⅱ）

（Ⅲ） 

排泄介護を要する入所者ごとに要介護状態の

軽減の見込みについて、医師または医師と連

携した看護師が施設入所時に評価するととも

に要介護状態の軽減が見込まれるものについ

て医師、看護師等が共同して介護を要する原

因を分析しそれに基づいた支援計画書に基づ

く支援を実施している場合 

（Ⅰ）１０円/月 

（Ⅱ）１５円/月 

（Ⅲ）２０円/月 

自立支援促進加

算 

医師が入所者ごとに必要な医学的評価を入所

時に行うとともに自立支援にかかる支援計画

等の策定等に参加し、少なくとも３月に１回

入所者ごとに支援計画を見直している。 LIFE

へのデータ提出とフィードバックの活用して

いる場合 

２８０円/月 

科学的科学推進

体制加算（Ⅱ） 

入所者ごとの心身・疾病の状況等の基本的な情

報を厚生労働省に提出しており、サービスの提

供にあたり適切に必要な情報を活用しているこ

と。 

６０円/月 

安全対策体制加

算（入所時） 

事故発生時の対応や事故発生防止のための委員

会や研修の実施に加え、外部研修を受けた担当

者が配置され、安全対策体制が整備されてい

る。 

２０円 

サービス提供体

制加算（Ⅰ） 

介護従事者の専門性、キャリアアップを推進

し介護福祉士が８０％以上の配置、若しくは

勤続１０年以上の介護福祉士が３５％以上の

施設 

２２円/日 

介護職員処遇改

善加算（Ⅰ） 

所定の単位数にサービス加算率３．９％円を乗

じた額 左記の１割 

介護職員等特定

処遇改善加算

（Ⅰ） 

所定の単位数にサービス加算率２．１％円を乗

じた額 

 

左記の１割 

夜間勤務等看護

（Ⅲ） 

夜勤時間帯を通じ、基準を上回る職員配置し

ている場合 １４円/１日 

若年性認知症患

者受入加算 
６５歳未満の認知症利用者を受入れした場合 

１２０円/１日 

協力医療機関連

携加算 

協力医療機関（白取医院）との間で、入所者

等の同意を得て、その入所者の病歴等の情報

を共有する会議を定期的に開催している場

合。 

１００円/月 

高齢者施設等感

染対策向上加算

（Ⅰ） 

感染症法第６条第１７項に規定する第２種指

定医療機関（白取医院）との間で、新興感染

症発生時の対応を行う体制を確保しているこ

と。一般的な感染症においても、発生時の対

１０単位/月 



応を取り決め、連携し、院内感染対策に関わ

る研修訓練に年１回以上参加している場合 

高齢者施設等感

染対策向上加算

（Ⅱ） 

診療報酬上における感染対策向上加算に係る

届出を行った医療機関から、３年に１回以

上、院内での感染症発生時の対策等について

訓練を受けていること。 

５単位/月 

新興感染症等施

設療養費 

入所者等が、別に厚生労働省が定める感染症

に感染した場合に、相談対応、診療、入院調

整等を行う医療機関を確保し、且つ適切な対

策をとった上でケアを提供した場合 

２４０単位/日 

※１ヶ月１回 

５日を限度 

退所時栄養情報

連携加算 

特別食を必要とする入所者又は、低栄養にあ

ると医師が判断した入所者に対して、管理栄

養士が退所先の病院へ、栄養管理に関する情

報を提供した場合 

７０単位/回 

生産性向上推進

体制加算（Ⅰ） 

下記（Ⅱ）を満たした上で、見守り機器等の

テクノロジーを複数導入、介護助手等の活用

等職員の役割分担を行い、業務改善のデータ

を提出、そのデータにより業務改善の成果が

確認されている場合 

１００単位/月 

生産性向上推進

体制加算（Ⅱ） 

見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入

し、利用者の安全と職員の負担軽減のために

委員会を開催、業務改善活動を継続的に行

い、その改善データを提出している場合 

１０単位/月 

介護職員等ベー

スアップ等支援

加算 

所定の単位数にサービス加算０．５％円を乗

じた額 左記の１割 

※ 上記の自己負担金額は１割負担者の金額です。自己負担が２割及び３割負担者は、単価（円）×

２又は×３の金額です。 

 

③ 食費・居住費について 

【居室の利用料金（1日）】 

入所者 

負担段階 
個室 2人部屋 多床室 

第４段階 １,７２８円 ８００円 ４３７円 

第３段階 １,３７０円 ４３０円 ４３０円 

第２段階 ５５０円 ４３０円 ４３０円 

第１段階 ４９０円 ０円 ０円 

  

 

 

 



【食費の利用料金（1日）】 

入所者 

負担段階 
負担限度額 

第４段階 １,４４５円 

第３段階② １,３６０円 

第３段階① ６５０円 

第２段階 ３９０円 

第１段階 ３００円 

※ 食費の１日当たり１,４４５円（朝４００円、昼５００円、夕５４５円）となっておりま

す 

※ 食費・居住費については、介護保険負担限度額認定書の交付を受けた方は、当該認定書

に記載されている負担限度額（上記表に掲げる額）となります。 

※ 施設での食事を欠食される場合、欠食された分の食費は徴収いたしません。ただし、２日

前までに申し出た場合に限ります。 

 

（４）その他の料金 

 項目 内容 利用料金 

１ 教養娯楽費 
レクリエーション、クラブ活動参加費と

しての材料費等 
実費相当額 

２ 理美容代 理容・美容サービス料 実費相当額 

３ 日常生活品代 

日常生活品の購入代金等、日常生活に要

する費用で、入所者に負担していただく

ことが適当であるものに係る費用 

実費相当額 

４ 電気使用料 
持ち込み電機機器を使用される場合の電

気使用料 
３２円／日 

６ コピー代 書類等の複写料 １枚１０円 

７ 洗濯、乾燥機代 
カトレアで下着類等を選択した場合 

 

洗濯７５円／回 

乾燥５０円／回 

※金銭管理費について 

 入所者の希望により、貴重品の管理等を行います。 

 〇 管理する金銭の形態：施設の指定する金融機関に預け入れている預貯金 

 〇 お預かりできるもの：現金、預貯金通帳と印鑑、年金証書、健康保険証等 

 〇 出納方法：預貯金の預け入れ及び引き出しが必要な場合、届出書を保管管理者へ提出し

ていただきます。 

〇 保管管理者は出入の都度、出入金記録を作成しその写しを入所者へ交付します。 

 〇 保管管理者：副院長 

 

 



４ 利用料、入所者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払い方法に

ついて 

（１）利用料、入所者負担額（介

護保険を適用する場合）、その

他の費用の請求方法等 

ア 利用料入所者負担額（介護保険を適用する場合）及びそ

の他の費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月

ごとの合計金額により請求します。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月

１５日頃に入所者あてに郵送します。  

（２）利用料、入所者負担額（介

護保険を適用する場合）、その

他の費用の支払い方法等 

ア サービス提供の都度お渡しするサービス提供記録の入

所者控えと内容を照合のうえ、請求月の末日までに、下

記の方法によりお支払い下さい。 

(ア) 入所者指定口座からの自動振替 

イ 支払いの確認をしましたら、領収書をお渡ししますの

で、必ず保管してください。（医療費控除の還付請求の

際に必要となることがあります。） 

※ 利用料、入所者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、

正当な理由がないにもかかわらず、支払い期日から３月以上遅延し、さらに相当期間を定

めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合には、サービス提供の契約を解除した

上で、未払い分をお支払いいただくことがあります。 

 

５．身元保証人について 

（１）契約締結時に、契約者の署名、捺印を必要としますが、入所者が出来ない場合には代理

人が署名することもできます。入所者本人による署名、代理人署名のいずれの場合にお

いても「身元保証人」を特定していただき、入所者が施設を利用している間、主たる連絡

先として介護、医療方針等に関する判断、毎月の施設利用料等が円滑に支払われるため

の援助をお願いすることとなります。 

（２）入所者又は身元保証人の都合により身元保証人を変更される場合は、施設へ変更後の身

元保証人を速やかに通知し、新たに契約書を作成するものとします。 

（３）身元保証人の前項の金融債務の限度額は、契約者の債務不履行月の施設利用料金の３ケ

月を上限とします。 

（４）第２項の履行の義務期間は、契約日から５年とします。 

 

６ 入退所等に当たっての留意事項 

当施設との契約では、契約が終了する期日は特に定めておりません。従って、以下のような

事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該当

するに至った場合には、当施設との契約は終了し、入所者に退所していただくことになります。 

１．入所者が死亡された場合 

２．要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立又は要支援と判定された場合 

３．事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合 

４．施設の滅失や重大な毀損により、入所者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

５．施設が開設許可を取り消された場合又は施設を辞退した場合 

６．入所者から退所の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

７．施設から退所の申し出を行った場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

 



（１）ご契約者からの退所の申し出（中途解約・契約解除） 

契約の有効期間であっても、入所者から当施設の退所を申し出ることができます。その場合

には、退所を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。 

ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

１. 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

２. 入所者が入院された場合 

３. 施設若しくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護保健施設サービスを

実施しない場合 

４. 施設若しくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

５. 施設若しくはサービス従事者が故意又は過失により入所者の身体・財物・信用等を傷つ

け、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

６. 他の入所者が入所者の身体・財物・信用等を傷つけた場合若しくは傷つける恐れがある

場合において、施設が適切な対応をとらない場合 

 

（２）事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除、契約書第１９条参照） 

以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。 

１. 入所者及びそのご家族が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事

情を生じさせた場合 

２. ご契約者による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間を定めた催

告にもかかわらずこれが支払われない場合 

３. ご契約者若しくはそのご家族又はその関係者が、故意又は重大な過失により事業者及び

サービス従事者並びに他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不

信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

４. ご契約者の病状、心身等の状況等の著しい変化により、医学的管理の必要性が増し、事業

所でのサービス継続が適さないと判定された場合。 

 

（３）円滑な退所のための援助 

  入所者が当施設を退所する場合には、入所者の希望により施設は入所者の心身の状況、置

かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助をご契約者に対して速やか

に行います。 

○ 適切な病院若しくは診療所又は介護保険施設の紹介 

○ 居宅介護支援事業者若しくは地域包括支援センターの紹介 

○ その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

７ 衛生管理等について 

（１）入所者の使用する施設、食器その他の設備又は引用に供する水について、衛生的な管理

に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

（２）食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、

指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

（３）施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を

講じます。 

 ① 施設における感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員

会をおおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底

しています。 



  ② 施設における感染症又は食中毒の予防及びまん延防止のための指針を整備していま

す。 

  ③ 従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修並びに感染症の

予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施します。 

  ④ ①から③までのほか、厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の

対処等に関する手順に沿った対応を行います。 

 

８ 業務継続計画の策定等について 

（１）感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する介護保健施設サービスの提供を

継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務

継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期

的に実施します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

９ 緊急時等における対応方法 

  施設において、サービス提供を行っている際に入所者の病状の急変が生じた場合は、速や

かに管理医師へ連絡し必要な措置を講じます。 

  入所者の病状からみて、当施設において自ら必要な医療を提供することが困難な場合には、

協力医療機関その他適当な医療機関への入院のため措置、又は他の医師の対診を求める等診

療について適切な措置を講じます。 

  入所者のために往診を求め、又は入所者を医療機関に通院させる場合には、当該医療機関

の医師又は歯科医師に対し、入所者の診療状況に関する情報を提供します。また、当該医療

機関等から入所者の療養上必要な情報の提供を受け、その情報により適切な診療を行います。 

  当施設の協力医療機関及びに歯科医療機関は下記のとおりです。 

【協力医療機関】 

医療機関名  

所在地  

診療科  

白取医院 

青森市大字高田川瀬２９４番地９ 

内科 

医療機関名  

所在地  

診療科 

藤本クリニック 

青森市大字大野字片岡３４番地３ 

脳神経外科、内科 

医療機関名  

所在地  

診療科  

あおもり協立病院 

青森市東大野２丁目１番１０号 

内科、消化器科、循環器、呼吸器、神経内科、外

科、精神科 

医療機関名  

所在地  

診療科  

青森新都市病院 

青森市石江３丁目１番地 

内科、外科 

【協力歯科医療機関】 

（歯科医療機関名） 

医療機関名 

所在地 

ふじもと歯科医院 

青森市大字荒川字柴田１５番地２ 



※ 協力医療機関において、優先的に治療等が受けられるものではありません。また、当該医

療機関での治療等を義務付けるものではありません。 

  

１０ 事故発生時の対応方法について 

（１）当施設は、サービスの提供中に事故が起こった場合には、ご家族、協力病院、関係機関

へ迅速に報告・連絡を行う等の必要な措置を講じ協議して対応します。また、事故の状況

及び事故に際してとった処理等について記録し、その原因を解明し再発を防止する対策

を講じます。 

（２）上記の措置を適切に実施するための担当者を配置しています。 

（３）当施設は、入所者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は速やかに市町

村、入所者の家族に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。 

（５）当施設は、入所者に対するサービス提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害

賠償を速やかに行います。 

 

１１．損害賠償について 

当施設において、施設の責任によりご契約者に生じた損害については、過失の程度に応じ、

施設はその損害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

契約者が故意又は過失により、施設又は設備、備品の利用につき、通常の保守、管理の程度

を超える補修等が必要になった場合、その費用は全額、契約者が負担するものとします。 

当施設に明白な責任がない場合損害補償は負いません。なお、当法人は、損害保険ジャパン

（株）の賠償保険に加入しています。 

 

１２ 非常災害対策 

 （１）当施設に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り

組みを行います。 

 （２）非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための計画を作成し、

非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業員に周知

します。 

 （３）定期的に避難、救出、その他必要な訓練（夜間想定訓練を含む。）を行います。 

（４）（３）の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 

 

１３ サービス提供に関する相談、苦情について 

（１）苦情処理の体制及び手順 

ア 提供したサービスに係る入所者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための

窓口を設置します。 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 

 

 

 

 

 



（２）苦情申立の窓口 

介護医療院カトレア 

 

所在地  青森市高田字川瀬１１０番地１ 

電話番号  ０１７-７３９-６１００ 

ﾌｧｯｸｽ番号 ０１７-７３９-３６３６ 

受付時間 毎週月曜日～金曜日 

     ８:００～１７：００ 

受付   主任支援相談員 神 吉央 

青森市役所介護保険課 

所在地  青森市新町１丁目３－７ 

電話番号 ０１７-７３４-５２５７ 

受付時間 ８：３０～１７：００ 

国民健康保険団体連合会 

所在地  青森市新町２丁目４－１ 

電話番号 ０１７－７２３－１３６６ 

受付時間 ９：００～１７：００ 

青森県社会福祉協議会 

所在地  青森市中央３丁目２０－３０ 

電話番号 ０１７－７３１－３０３９ 

受付時間 ９：００～１７：００ 

 

（３）苦情処理体制 

 

 

 

 

１４ 秘密の保持と個人情報の保護について 

（１）入所者及び

その家族に関す

る秘密の保持に

ついて 

① 当施設は、入所者又はその家族の個人情報について「個人情報の保

護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適

切な取り扱いに努めるものとします。 

② 当施設及び当施設の使用する者（以下「従業者」という。）は、サー

ビス提供をする上で知り得た入所者又はその家族の秘密を正当な理

由なく、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後

においても継続します。 

④ 当施設は、従業者に、業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を

保持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後におい

ても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とし

ます。  

利用者 事業所職員 

苦情担当 事業所の苦情処理検討委員会 

利用者 事業所に苦情内容及びその解決方法を掲示 



（２）個人情報の

保護について 

① 当施設は、入所者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当

者会議等において、入所者の個人情報を用いません。また、入所者の

家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス

担当者会議等で入所者の家族の個人情報を用いません。 

② 当施設は、入所者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録物

（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理

者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止す

るものとします。 

③ 当施設が管理する情報については、入所者の求めに応じてその内容

を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求

められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲

内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な

場合は入所者の負担となります。)  
 

１５ 虐待の防止について 

事業者は、入所者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げ

るとおり必要な措置を講じます。 

（１） 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 院長 土屋 直子 

（２）成年後見制度の利用を支援します。 

（３）従業者が支援にあたっての悩みや苦悩を相談できる体制を整えるほか、従業者が入所

者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

（４）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者

に周知徹底を図っています。 

（５）虐待防止のための指針の整備をしています。 

（６）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（７）サービス提供中に、当該施設従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居

人等）による虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は、速やかに、これを市町

村に通報します。 

 

１６ 身体的拘束について 

（１）当施設は、原則として入所者に対して身体的拘束を行いません。ただし、自傷他害等

のおそれがある場合など、入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶこと

が考えられるときは、入所者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意し

て、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束の内容、目的、拘

束の時間、経過観察や検討内容を記録し、５年間保存します。 

また、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

① 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、入所者本人または他人の生命・身体に

危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

② 非代替性････身体拘束以外に、入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が及

ぶことを防止することができない場合に限ります。 

③ 一時性･･････入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなっ



た場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

（２）当施設では、立ち上がりや歩行に支援が必要な方が起床し、マットを踏むとコールされ

る仕組みのセンサーマットをベッドマットやベッドサイドに設置する場合があります。

入所者の生活リズムの把握や事故防止、行動をいち早く察知し支援する時に設置するも

ので、プライバシーの侵害や行動要求を阻害する行為（抑制）として使用することはあり

ません。 

 

１７ サービス提供の記録 

（１）介護医療院サービスを提供した際には、提供した具体的なサービス内容等の記録を行

うこととし、その記録はサービス提供の日から５年間保存します。 

（２）入所者は当施設に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求

することができます。（複写物の請求を行う場合は、有料です。） 

（３）入居に際して入居年月日及び事業所名称を、退居に際して退居年月日を介護保険被保

険者証に記載いたします。 

 

１８ 褥瘡対策等 

当施設は、入所者に対し良質なサービスを提供する取り組みの一つとして、褥瘡が発生しな

いような適切な介護に努めるとともに褥瘡対策指針を定め、その発生を防止するための体制

を整備します。 

１９ 感染症対策等 

感染症の発生又は蔓延しないように感染症及び食中毒の予防及び蔓延防止のための指針を

定め、必要な措置を講ずるための体制を整備します。 

 

２０ 施設利用の留意事項 

施設のご利用にあっては、施設に入所されている利用者の共同生活の場として快適性、安全

性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

（１）持ち込みの制限 

   入所にあたり、以下のものは原則として持ち込むことができません。 

   生鮮食品（職員とご相談下さい）、ペット、刃物 等 

（２）面会 

   面会時間 ８：００～２０：００ 

   面会者は、正面玄関に設置している面会票に記入し職員に届け出てください。 

   風邪の流行時など面会を制限させて頂くこともあります。 

（３）外出・外泊 

   外出、外泊をされる場合は、事前にお申し出下さい。 

   なお、外泊期間中も、１日につき３６２円（２割負担７２４円、３割負担１，０８５円）

をご負担いただきます。介護保険から給付される費用の一部、１ヶ月６日間・月をまたぐ

場合は１２日間が限度） 

（４）食事 

   食事の提供を受けなかった場合は、食事自己負担額は請求致しません。 

   ただし、３食とも提供を受けなかった場合とします。 



（５）施設・設備の使用上の注意 

  ○ 居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

  ○ 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり、

汚したりした場合には、ご契約者に自己負担により現状に復していただくか、又は相当

の代価をお支払いいただく場合があります。 

  ○ 入所者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場

合には、入所者の居室内に立ち入り、必要な措置を採ることができるものとします。た

だし、その場合、ご本人のプライバシー等の保護について十分な配慮を行います。 

  〇 当施設の職員や他の入所者に対し迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動を

行うことはできません。  

〇 健康上、受動喫煙防止のため施設内での喫煙は喫煙防止となっております。入所者の喫

煙は所定の場所（施設外）で可能ですが、たばこ、ライター等は施設で管理させていた

だきます。 

 

 

  



２１ 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 令和   年   月   日 

 

介護医療院サービスの提供の開始にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基づいて重

要な事項を説明し交付しました。 

 

 

事
業
所 

所在地 青森県青森市大字高田字川瀬１１０番地１ 

法人名 社会福祉法人平元会 

事業所名 介護医療院カトレア 

院長 土屋 直子 

説明者職氏名 主任生活相談員 神 吉央 

  

上記内容の説明を事業者から確かに受けました。 

利用者 

住 所 
 

氏 名  

 

代理人 

住 所 
 

氏 名  

 

身元保証人１ 

住 所 
 

氏 名  

続 柄  

 

身元保証人２ 

住 所 
 

氏 名  

続 柄  

 

 


